
] （控除）自己収入等

資産運用収益 � 113¶348¶344¶347

役務取引等収益 � 20¶918¶117

その他経常収益 � 9¶095¶416¶487� 122¶464¶678¶951

業務費用合計 � 8¶698¶375¶310

Ó 引当外退職給付増加見積額 3¶297¶957

Ô 機会費用

政府出資等の機会費用 62¶055¶000

Õ 行政サービス実施コスト � 8¶633¶022¶353

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{ 現金及び預金 35¶177¶373¶774¶734 35¶370¶693¶823¶382 193¶320¶048¶648

| 有価証券
満期保有目的
の債券

5¶303¶842¶593 5¶315¶376¶000 11¶533¶407

} 貸付金 2¶507¶427¶357¶448 2¶584¶195¶720¶984 76¶768¶363¶536

~ 郵便貯金 (35¶139¶156¶092¶017) (35¶332¶476¶140¶665) (193¶320¶048¶648)

� 長期借入金 (2¶507¶427¶357¶448) (2¶584¶195¶720¶984) (76¶768¶363¶536)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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Ｉ．重要な会計方針
当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。
１．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15年
その他の有形固定資産 ５～20年

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額の全額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額については、国から
の出向役職員に係る自己都合による期末退職手当所要額と期首退職手当所要額の差額を計上して
おります。
３．引当金の計上基準
賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

６．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ó．貸借対照表関係
金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
旧日本郵政公社から承継した貸付金、郵便貯金については、法令等に基づく契約により、当該
金融商品に係る業務委託先である株式会社ゆうちょ銀行との間で同額・同一取引条件の借入金及
び特別貯金が計上されていることから、当法人はこれらの金融商品に係る金利変動等のリスクを
実質的には負っておりません。
また、自己資金に係る資産運用については短期的な預金並びに安全性の高い国債、地方債及び
政府保証債に限定しております。

~ 金融商品の時価の算定方法
{ 現金及び預金
現金及び預金のうち、特別貯金は株式会社ゆうちょ銀行への預金であり、対応する郵便貯
金と同一取引条件であることから、郵便貯金の時価と同額としております。
また、特別貯金以外の現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等
しいことから、当該帳簿価額によっております。

| 有価証券
債券については、日本証券業協会が公表する店頭売買参考統計値によっております。

} 貸付金
貸付金のうち、預金者貸付については、当該貸付けを担保となる郵便貯金の元利金の一定
割合の範囲内に限るなどの特性、平均貸付期間が短期であること及び金利条件から、時価は
帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額によっております。
また、貸付金のうち、地方公共団体貸付については、将来キャッシュ・フローを現在価値
へ割り引いた価格によっております。

~ 郵便貯金
通常郵便貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし
ております。
定額郵便貯金時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フロー発生見込額
を割り引いて現在価値を算定し、過去の実績から算定された期限前解約率を将来のキャッ
シュ・フロー発生見込額に反映しております。割引率は、同様な商品を提供している株式会
社ゆうちょ銀行が新規に貯金を受け入れる際に適用する利率を用いております。

� 長期借入金
株式会社ゆうちょ銀行からの借入れであり、対応する貸付金と同一取引条件であることか
ら、貸付金の時価と同額としております。

š
Ÿ


		2012-07-29T14:36:38+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




